企画提案書等提出書類作成要領

１　提出書類

埼玉県政策形成基礎調査業務委託における公募型プロポーザルへの参加に当たっては、次の（１）から（８）の書類等を提出すること。
なお、（１）及び（８）は各１部、その他は１セットにして１０部提出すること。
（１）参加申込書（様式１）

（２）企画提案書（様式自由）
（３）企画提案書を説明する２０分以内の音声又は音声及び動画の電子ファイル
　　　※提出する媒体はＣＤもしくはＤＶＤとし、ファイル形式は「ｗｍｖ形式」とする

（４）業務工程表（様式自由）

（５）業務実施体制調書（様式２）

（６）同種業務実績調書（様式３）

（７）会社概要書（様式４及び会社パンフレット等）

（８）参考見積書（内訳表）（様式自由）

２　各様式の記載に係る留意事項等
（１）参加申込書
　様式１に必要事項を記入する。
（２）企画提案書
仕様書「２　業務内容」に示す内容に沿って、次の項目をＡ４縦、両面印刷、表紙及び目次を除き２０ページ以内（１０枚以内）で作成する。
提案内容に関しては、必要に応じて根拠となる資料等を示しつつ、その有効性･妥当性を具体的に記載すること。

また、各業務に関して、一定の知見、有益な独自のツールやネットワークがあることについて具体的に記載すること。

なお、業務内容に関して独自の提案がある場合、その内容を具体的に記載すること。
①　将来人口の推計・分析
　将来人口予測に関する推計、分析手法
②　今後の環境変化と影響分析
ア　本県の今後予測される環境変化とその影響についての考え方及び世帯、労働力、就業者等の将来予測に関する推計手法及びその他県政に大きな影響を及ぼす事項のテーマ設定と推計手法
イ　県が今後対応すべき課題の例示
ウ　国内外の先進事例の収集方法
③　ＳＤＧｓに係る意識調査
調査目的を達成するためのアンケート調査の設計の考え方、調査対象の抽出方法、調査の実施・分析手法
（３）企画提案書を説明する２０分以内の音声又は音声及び動画の電子ファイル
　　　（２）の企画提案書の内容について、プレゼンテーションを行った音声又は音声及
　　び動画を収めたＣＤもしくはＤＶＤを作成する。

（４）業務工程表
　　　各種の調査・分析等から報告書作成までの業務スケジュールについて、作業項目ごとに示した工程表を作成する。
（５）業務実施体制調書
　様式２に、本業務の調査実施体制について、氏名・所属部署・役職名、略歴、主な専門分野、本業務の遂行に有益な関連業務実績及び資格・スキル等を記載する。
（６）同種業務実績調書
　　　様式３に、都道府県、政令指定都市、中核市、特別区又は埼玉県内の市の総合計画策定関連業務、その他類似・関連する調査・研究業務等の業務名、発注者、実施時期、契約金額、業務の概要を記載する。
（７）会社概要書
様式４に必要事項を記載し、会社の概要が分かるパンフレット等を添付する。
（８）参考見積書
　仕様書の項目ごとに経費を積算した内訳書（別添作成例参照）を添付すること。
